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日本の中小企業、ハラル市場へ
国内最大の見本市で存在感

国内最大規模のハラル（イスラム教徒向け）製品見本市「第11回マレーシア国際ハラル見本市（ＭＩＨＡＳ）」
が９日、クアラルンプール・コンベンションセンター（ＫＬＣＣ）で開幕した。民間非営利団体（ＮＰＯ）の日
本ハラール協会の取りまとめによるジャパン・パビリオンを中心に複数の日本企業も参加。東南アジアや中東の
ハラル市場開拓に向けて本腰を入れている。

　ジャパン・パビリオンの参加企業は日本各地から集ま

り、ほとんどがハラル認証を取得してから初めての国際
展示会参加となる。
　鵜ノ池製茶工場（福岡県八女市）は、これまで10年
以上マレーシアと取引をしており、昨年12月にハラル
認証を取得した。岩部耕一郎専務は「マレーシアで商売
を広げていく上で、ハラル認証を取得することが重要と
取引先から勧められた」と話す。
　よつ葉乳業（札幌市中央区）は今年４月に取得した。
シンガポール駐在事務所の田尾健太郎所長によると、東
南アジアでは主にシンガポールの日系スーパーを中心
に販売してきたが、台湾で牛乳以外の乳製品の販売も好
調なことに加え、今後東南アジアで販路を広げていく上
で必要だったとして、ハラル認証を取得した。開催初日
なので、来場者の反応については「未知数」（田尾所長）
とのことだが、まずは情報交換とブランドのアピールを
通じて製品販路の拡大を目指し、じっくり攻める考え
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エアアジアＸは名古屋便などが
対象の特別プロモーションを開
始する＝マレーシア（ＮＮＡ撮
影）
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だ。
　パビリオンには食品以外の製品も展示されている。化
粧品のＭＹＹＵＫＩ（京都府左京区）は今年３月末に認
証を取得した。時吉道隆取締役によると、同社ではノン
アルコールのオーガニック素材による化粧品を製造販
売している。海外は米国向けに販売していたが、「数年
前にドバイの王族に化粧品を販売したことを契機に、中
東へも販路を拡大していった。ただ、ハラル認証を受け
ていないと本格的な販売にはつながらないことがはっ
きりしたため、認証取得によってさらに売り込みを図り
たい」と語った。
　サプリメントのクロレラ工業（東京都港区）も、主力
のクロレラ製品が今年１月に認証を取得した。生産本部
技術特販部の浦川真仁主任は「マレーシアでサプリメン
トとして販売する上でもハラル認証が必要であり、かつ
今後販売先を広げていく上でも優位に立てる」と説明し
た。
　ジャパンパビリオン以外でも日本企業が独自にブー
スを構えた。「やぶ北」ブランドで知られるハラダ製茶
（東京都杉並区）は、ハラル認証のお茶製品を紹介した。
シンガポール駐在事務所の竹内英輔代表は「シンガポー
ルとマレーシアで代理店を通じて、最初は日系スーパー
での販売していた。今後東南アジアを中心とした海外で
お茶販売を拡大していく上で、ハラル認証は必要と判断
して取得した」と話す。認証は宗教法人の日本ムスリム

協会から取得。ハラル認証の日本茶であることを前面に
打ち出して、地場スーパーへの販路拡大を目指す。
　

認証は「食の安全アピールに」
　
　日本ハラール協会は、マレーシア・イスラム開発局
（ＪＡＫＩＭ）とシンガポール・イスラム教協会（ＭＵ
ＩＳ）から承認を受けているハラル認証機関。昨年12
月にアラブ首長国連邦（ＵＡＥ）の展示会に参加して以
来、海外出展は２度目となる。ＭＩＨＡＳへの参加、お
よびパビリオンを設置するのは今回が初めてという。
　同協会のレモン史視理事長は「12年７月の初認証以
来、今日までに約30社が当協会でハラル認証を取得し
ている」と話す。企業にとってハラル認証を取得するこ
とは、「ムスリム市場への輸出を拡大できるほか、認証
に必要な品質基準を満たすことで、日本国内でも食の安
全をアピールできる」と話す。
　ＭＩＨＡＳは、通産省とマレーシア貿易開発公社（Ｍ
ＡＴＲＡＤＥ）が主催、ハラル産業開発公社（ＨＤＣ）
などが協賛する。11回目となる今年は、サウジアラビア
や南アフリカなどの初参加国など、マレーシアをはじめ
約26カ国・地域がブースを構え、加工食品や飲料、調
味料のほか、機械やバイオ化学、さらにはイスラム金融
を扱う銀行やハラル物流の企業も、イスラム法（シャリ
ア）に適合する製品・サービスを展示している。
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